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１．研究の目的と課題 

 ケアマネジメントとそのシステムに関する研究は、高齢者領域を中心に、介護保険システムとそのサブシス

テムに位置づけられるケアマネジメントの課題として議論されてきた。ここでは、高齢期というライフステージを

限定した上で、介護ニーズを中心とする個別ケアマネジメントの、介護保険システムに従属する傾向が強く、

社会資源とサービスのあり方をあらかじめ政策的に枠づけた下で、個別支援計画を立案する仕組みが前提

されている。それに対し、障害者領域では、すべてのライフステージを包括し、かつ、新たな社会資源とサー

ビスの開発に資するアセスメントを含めたケアマネジメントとそのシステムのあり方の解明が求められている。 

障害者ケアマネジメントは、従来、主要な障害種別（身体障害・知的障害・精神障害）ごとの議論がなされ

てきた。身体障害は、日常生活用具・補装具、身体介護・家事援助サービスを、知的障害は、発達的視点を

含む日中活動と家族ニーズを含む継続的で総合的なサービスを、精神障害は、医療から地域生活への移行

支援に焦点のあるサービス等を、それぞれに中心課題と見据えたアセスメントと個別支援計画の立案がなさ

れてきた。しかし、今日、障害者自立支援法が施行され、すべての障害を包括する施策とサービスの展開が

求められていることから、障害の特質を見失うことなく地域生活課題を摘出することのできる包括的アセスメン

トの必要性が高まっている。 

以上から、本研究は、すべての障害と広範な生活課題を包括することのできるアセスメント・個別支援計画

の立案と、それを起点にした、新たな社会資源とサービスを開発しうるシステムのあり方について、さいたま市

の総合相談支援体制に関する政策形成過程を通じて明らかにすることを目的とするものである。 

 

２．研究の経過・成果の概要                    図１ さいたま市障害者生活支援センターを中心とした相関図 

 (1) 研究の経過 

  本研究は、さいたま市障害者施策推進協議会に設

置された障害者総合相談支援体制の政策立案に関す

るワーキンググループと、さいたま市障害者ケアマネジ

メント推進協議会の主要なメンバーによる検討の積み

重ねと、さいたま市内に在住する障害当事者の協力に

よって実現したケアマネジメント試行の検証過程から成

立している。 

 前者においては、市内の主要なケアマネジメント機関

である障害者生活支援センター来夢(社会福祉法人鴻

沼福祉会)、同センターやどかりの里(社団法人やどかり

の里)、同センターむつみの里(さいたま市社会福祉事

業団)のケアマネジャー及びさいたま市保健福祉局障

害福祉課の職員等が共同研究者･研究協力者として参

加している。ここでは、さいたま市障害者計画(平成 18



年 3 月)にむけてのケアマネジメント機関としての障害者生活支援センターの機能と位置づけを政策化し(図

1)、その上で、障害者ケアマネジメントにおけるアセスメントと、社会資源･サービス開発に資するシステムの

あり方についての研究に着手した。 

 後者は、ケアマネジメントの必要度の高い地域生活者を中心に、身体障害者30 名(内、難病5、重複5 を含

む)、知的障害者 10 名(同、重複障害)、精神障害 11 名(同、重複障害 2)の協力を得て実施した。 

 

 (2) 研究成果の概要                           図２ 障害者施策とケアマネジメントに関する概念図 

① 新たな社会資源・サービス開発の推進力としての

ケアマネジメント 

 所与の政策に枠づけられることのないケアマネジメ

ントとは何か。個別のケアマネジメントにおいて、既

存の社会資源・サービスをもとに、アセスメントから個

別支援計画を立てるという閉じられた営みにとどまる

のであれば、障害のある人の自立した地域生活を見

通すことは不可能である。ここには、障害者の生活実

態にある困難とニーズの捕捉を起点して、不断に新

しい社会資源・サービスを創出するシステムと、その

推進力としてのケアマネジメントの役割が明らかにさ

れなければならない。 

図２は、この課題に対する関係構造を表した概念図である。上部に、政策形成の出発点である障害者のニ

ーズが置かれ、個別ケアマネジメントとサービスの調整または不整合を集約するケアマネジメントシステムを

媒介にして、新たな障害者施策の形成・立案（下部、開発される施策部分がグレー表示にあたる）がはかられ

る構造を示している（これを、暫定的に「さいたま市方式」と呼称）。なお、障害者施策は、狭義の福祉サービ

スを中心とする障害者自立支援法にもとづく障害福祉計画と、保健・福祉・医療・教育･労働等の総合的な施

策･サービスから構成される障害者基本法による障害者計画の二重構造になっている。 

 従来型のケアマネジメントとそのシステムは、この概念図を倒錯させ、自立生活ニーズの実態からすれば、

限定的で狭い範囲に対応するに過ぎない施策に枠づける装置として機能させられてきたものということがで

きる。所与のメニューに対する選択権は行使しえるが、もとより選択の範囲の乏しい障害者領域では、このよ

うなケアマネジメントにおいて「利用者主体」が実現する見込みも限られたものとなる。それに対して、われわ

れは、地域の障害当事者とその家族のニーズを起点に据えて社会資源･サービスの開発を実現する推進力

として、ケアマネジメントを位置づけ、個別のニーズから自治体施策の形成･立案の全過程に、障害当事者･

住民の参画をはかりうるものと考える。地方分権の内実として、自治体の施策形成を考えるならば、利用者主

体はすなわち住民主体でなければならないからである。 

 

② ケアマネジメントの心臓部としてのアセスメント 

 「さいたま市方式」のケアマネジメントとそのシステムにおいては、ニーズを捕捉する、いわば「検索エンジ

ン」としてのアセスメントのありようが最重要課題となる。多様な障害の種別と状態像、すべてのライフステージ

にまたがる生活課題を包括するアセスメント･シートは、まったく未開拓なものといってよい。 

 まず、ライフステージの範囲について、学童期は児童ケアマネジメントの主要な課題として区別した上で、

社会生活への参加が現実的な課題として浮上し、また障害の医学的診断が概ね確定する思春期以降を対



象として確定した。 

 次に、既存の様々なアセスメント･シート（各々の障害用、高齢者用等）を参考に、パイロット試行をした結果、

包括的な一次アセスメントにむけての、次のような課題が明らかとなった。 

 ◇障害者個人と家族の二重性においてニーズ把握可能な内容とすること 

・地域生活者の経済的側面の把握には、障害者本人の「個計」のみならず、家族を含む「家計」含む社会階

層としての捕捉が必要である。とりわけ、サービスの受益者負担原則が強化される中にあって、「費用負担耐

性」を明らかにする意味でも重要である。 

・本人の就労やサービス利用に伴う家族の協力・見守り態勢を明らかにできること。 

・要介護高齢者の場合よりもしばしば長期にわたる介護・養育・世話にかかわる家族が多いため、レスパイト

ケアの必要度・緊急度を捕捉すること。 

 ◇身体介護・家事援助に限定されない生活ニーズの把握 

・青年・成人期を含むライフステージが主たる対象となるため、社会参加の課題としても、日中活動・就労・地

域生活の質とリスクが捕捉可能なものとすること。 

・一部の知的障害・精神障害を想定した場合、障害の状態像の不安定さや社会的孤立に起因して、支援サ

ービスの必要度だけではなく、介入の緊急度を把握できることが必要である。 

・性・恋愛・結婚・子育てに関するニーズをアセスメントに含めること。 

・対人支援の必要性とともに、環境調整の課題を明らかなものとすること。 

◇アセスメント過程に障害当事者の参画を促進するため、コミュニケーションに困難度の高い人に配慮したツ

ールを用意すること（画像・ピクトグラム等、図 3 参照）。 

                                       図３ コミュニケーション手段としてのビクトグラム（一部例示） 

 以上の検討と障害当事者へのアセスメント試

行の結果から、さいたま市における障害者ケア

マネジメントで採用するアセスメント・シートを、

文末に掲載したものとして確定した。 

 

３．今後の課題 

 さいたま市におけるケアマネジメントシステム

の本格的運用は、平成19年度からである上、本

年４月に施行された障害者自立支援法にもとづ

く施策・サービスの詳細は、本年度末にようやく明らかとなる見通しである。「さいたま市方式」のケアマネジメ

ントとそのシステムは、障害者個別のアセスメントから個別支援計画の立案を経たうえで、ニーズに対して不

足し、不整合な施策・サービスの改善・創出を障害福祉計画及び障害者計画で実現しようとするものである。

したがって、来年度以降の本格的運用の実態から、アセスメントのあり方を含む再検討が必要であるとともに、

通常のケアマネジメントの範囲におさまり切れない「障害者虐待」の課題については、別途、検討が必要であ

る。この「虐待」については、本年度中にさいたま市においてサービス提供事業者を対象とする悉皆調査を

実施する予定であり、その調査結果と吟味検討を含めて、より包括的なケアマネジメントのあり方をさらに追

究する予定である。 

 

 

 



 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           


